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区分  予算額  決算額  差額  

(決算－予算 ) 

備考  

収入  

 運営費交付金  

 施設整備費補助金  

 船舶建造費補助金  

 補助金等収入  

 大学改革支援・学位授与機構施設費交付金  

 自己収入  

  授業料、入学料及び検定料収入  

  附属病院収入  

  財産処分収入  

  雑収入  

 産学連携等研究収入及び寄附金収入等  

 引当金取崩  

 長期借入金収入  

 貸付回収金  

 目的積立金取崩  

 出資金  

 引当特定資産取崩  

計  

  

9,368 

744 

- 

315 

13 

26,797 

3,645 

22,928 

7 

216 

2,040 

221 

- 

- 

3,122 

- 

- 

42,621 

 

10,207 

798 

- 

1,056 

13 

28,261 

3,687 

24,189 

- 

385 

2,343 

205 

- 

- 

1,427 

- 

- 

44,310 

 

839 

54 

- 

741 

- 

1,464 

42 

1,261 

△ 7 

169 

303 

△ 16 

- 

- 

△ 1,695 

- 

- 

1,689 

 

（注１）  

（注２）  

 

（注３）  

 

 

（注４）  

（注５）  

（注６）  

（注７）  

（注８）  

（注９）  

 

 

（注 10）  

 

 

 

支出  

 業務費  

  教育研究経費  

  診療経費  

 施設整備費  

 船舶建造費  

 補助金等  

 産学連携等研究経費及び寄附金事業費等  

 貸付金  

 長期借入金償還金  

 大学改革支援・学位授与機構施設費納付金  

 出資金  

計  

 

39,198 

14,393 

24,805 

757 

- 

- 

2,040 

- 

622 

3 

- 

42,621 

 

38,303 

12,003 

26,299 

811 

- 

727 

2,229 

- 

623 

- 

- 

42,693 

 

△ 895 

△ 2,390 

1,495 

54 

- 

727 

189 

- 

1 

△ 3 

- 

72 

 

（注 11）  

 

 

（注 12）  

 

（注 13）  

（注 14）  

 

（注 15）  

（注 16）  

収入－支出  － 1,617 1,617  

 

 

 

 

  

（単位：百万円） 



 

○予算と決算の差異について  

 

（注１）   運営費交付金については、予算段階では予定していなかった運営費交付金が  

交付されたこと及び、退職手当等の繰越により、予算額に比して決算額が  

８３９百万円多額となっています。  

（注２） 施設整備費補助金については、予算段階では予定していなかった補助金が交付  

されたため、予算額に比して決算額が５４百万円多額となっています。   

（注３） 補助金等収入については、授業料等減免費交付金が３２８百万円含まれてお  

り、本補助金は授業料等免除に使用しております。また、予算段階では予定し  

ていなかった補助金が交付されたため、予算額に比して決算額が７４１百万円  

多額となっています。      

（注４） 授業料、入学料及び検定料収入については、徴収対象者が増加したこと等の理  

由により、予算額に比して決算額が４２百万円多額となっています。  

（注５） 附属病院収入については、入院・外来の診療単価の増加及び手術件数の増等に  

より、予算額に比して決算額が１，２６１百万円多額となっています。  

（注６） 財産処分収入については、売却予定の土地の一部が売却できなかったため、予  

算額に比して決算額が７百万円少額となっています。  

（注７） 雑収入については、学校財産貸付料収入の増収等により、予算額に比して決算  

額が１６９百万円多額となっています。      

（注８） 産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、主として産学連携等研究収  

入の獲得に努めたことから予算額に比して決算額が３０３百万円多額となって  

います。      

（注９） 引当金取崩については、任用計画の見直しにより、引当計上目的に従って当年  

     度に使用した額が減少したため、予算額に比して決算額が１６百万円少額とな  

っています。      

（注１０）目的積立金取崩については、計画の見直しを行ったため、予算額に比して決算  

額が１，６９５百万円少額となっています。      

（注１１）業務費については、業務実施にあたり経費節減に努めたこと等の理由により、  

予算額に比して決算額が８９５百万円少額となっています。  

（注１２）施設整備費については、（注２）に示した理由等により、予算額に比して決算額  

が５４百万円多額となっています。      

（注１３）補助金等については、（注３）に示した理由等により、予算額に比して決算額が  

７２７百万円多額となっています。      

（注１４）産学連携等研究経費及び寄附金事業費等については、執行計画を見直したこと  

により、予算額に比して決算額が１８９百万円多額となっています。なお、  

前年度からの繰越額による使用額は７３７百万円となっています。  

（注１５）長期借入金償還金については、借入利率の変更に伴い、予算額に比して決算額  

が１百万円多額となっています。      

（注１６）大学改革支援・学位授与機構施設費納付金については、（注６）に示した理由等  

により、予算額に比して決算額が３百万円少額となっています。  

    

     




